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１．はじめに 

（略） 

東日本大震災における死者・行方不明者の約６割以上が６０歳以上であり、また、消

防団員や警察官などが数多く犠牲になるなど、津波襲来時の避難にあたっての課題も浮

き彫りとなった。 

（略） 

 

２．今回の地震・津波被害の特徴と検証 

（３）今回の災害と想定との食い違いへの反省 

○地震発生直後に気象庁から出された地震規模、津波高の予想が実際の地震規模と津波

高を大きく下回るもので、その後時間をおいて何段階か地震規模、津波警報が上方修

正されることとなった。特に、最初の津波高の予想が与える影響は極めて大きいと考

えられ、当初の津波警報によって住民や消防団員等の避難行動が鈍り、被害を拡大さ

せた可能性もある。 

 

６．津波被害を軽減するための対策について 

（２）円滑な避難行動のための体制整備とルールづくり 

④地震・津波観測体制の充実・強化 

○このため、海底地震計、ケーブル式沖合水圧計、ＧＰＳ波浪計等海域での観測を充実

させるなど、地震・津波観測体制の充実・強化を図る必要がある。また、消防団員等

が海岸へ直接津波を見に行くことを回避するため、沿岸域において津波襲来状況を把

握する津波監視システムを強化する必要がある。 
 

⑤避難場所・避難路等の適切な選定 

○水門・陸閘閉鎖や避難誘導にあたった消防団員や警察官などが数多く犠牲になったと

いう事実を踏まえ、消防団員や警察官などの危険を回避するため、津波到達時間内で

の防災対応や避難誘導に係る行動ルールを定める必要がある。また、高齢者や障害者

など災害時要援護者の避難の支援方策を徹底的に検討し、事前に取り決めておく必要

がある。  
 

○水門・陸閘閉鎖の自動化・遠隔化の取組を積極的に進めるなど、できるだけ消防団員

などの危険や負担を軽減する取組が必要である。なお、陸閘が閉鎖された後でも逃げ

遅れた避難者が安全に逃げられるように、緊急避難用のスロープを設置するなど海岸

保全施設等の構造を工夫するべきである。 

 

参考２ 



○我が国のどこでも地震が発生しうるものとして、地震・津波への備えを万全にするべき 
○南海トラフにおける海溝型巨大地震対策は国土全体のグランドデザインの観点が必要 
○東海・東南海・南海地震の同時発生だけでなく、時間差発生や内陸地震、台風災害などとの複合災害に留意 
○基幹産業の被災による経済の停滞を防ぐため、災害対応の計画（BCP）策定 
○首都直下地震対策は、関東大震災クラスの地震について検討 

 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会 報告要点 
主旨 

○東日本大震災の辛い経験と厳しい教訓は、過去、現在、そして未来をつなぐ証拠として、また、災害に負けない国土づくり、地域づくりへの知恵として、永遠に引き継がなければならない。 
○政府においては、本報告を踏まえ、我が国における地震・津波対策全般について必要な見直しを実施し、今後の防災対策に万全を期し、ひいては国民の生命、財産を守るという行政としての
根幹的な責務を十二分に果たすことを期待する。 

今回の地震・津波被害の特徴と検証 防災対策で対象とする地震・津波の考え方 津波対策を構築するにあたってのこれからの想定津波の考え方 

被害想定について 

今後の大規模地震に備えて 
今後の防災対策について 

東日本大震災の記録の保存と今後の防災対策の情報発信 

津波被害を軽減するための対策について 

今回の地震・津波被害の特徴と今後の想定津波の考え方 

地震・津波対策の方向性 

揺れによる被害を軽減するための対策について 

今後に向けて 

○巨大な地震・津波による甚大な人的・物的
被害が発生 

○想定できなかったM９.０の巨大な地震 
○実際と大きくかけ離れていた従前の想定 /  
海岸保全施設等に過度に依存した防災対
策/ 実現象を下回った津波警報など 

 

○あらゆる可能性を考慮した最大クラスの 
  巨大な地震・津波を検討 

○古文書等の分析、津波堆積物調査、海岸地
形等の調査などの科学的知見に基づき想定
地震・津波を設定 

○地震学、地質学、考古学、歴史学等の統合 
  的研究を充実 

○東日本大震災を踏まえた被害想定手法・項目の見直し 
 今回の被害を十分に調査分析し、改善を行う。また、防災対策推進の効果を定量的に示す手法を検討する 
○最大の被害が発生するシナリオを含め複数のシナリオを想定 
 最大の被害が発生するシナリオを含め、発生時期、時間帯、気象状況等が異なる複数のシナリオを想定する 

今後、二つのレベルの津波を想定 

○発生頻度は極めて低いものの、甚大な被害をもたらす最大クラスの津波  

・住民等の生命を守ることを最優先とし、住民の避難を軸に、とりうる手段
を尽くした総合的な津波対策を確立 

 ○発生頻度は高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波 

・人命保護に加え、住民財産の保護、地域の経済活動の安定化、効率的
な生産拠点の確保の観点から、海岸保全施設等を整備 

○記録を後世へ引き継ぎ、知見や教訓を諸外国に対して広く情報発信 

○防災基本計画は、津波対策に関する記述を大幅に拡充 
○地方公共団体等に対するガイドライン・指針等は内容を十分に検証し、見直す 
○災害対策法制、危機管理体制のあり方についての検討 

○建築物の計画的な耐震化、必要性の啓発活動強化 
 耐震化を計画的に進め、天井落下防止対策、家具等固定対策等を促進、必要性の啓発活動を強化 
○長周期地震動対策 / 液状化対策 
 長周期地震動対策、液状化対策を着実に進める 

（４）津波に対する防災意識の向上 
○ハザードマップの充実 
配布することだけで認知度を高めることには限界があり、ハザードマップの内容について、しっかりと伝
える制度・仕組みを構築する 
○徒歩避難原則の徹底等と避難意識の啓発 
 徒歩による避難を原則とする。今回自動車で避難し生存した者も多く存在することを踏まえ、避難者が
自動車で安全かつ確実に避難できる方策について、今後検討する 
○防災教育の実施と地域防災力の向上 
住んでいる地域の特徴や地震・津波に対する危険性、過去の被害状況、得られた教訓について、継続
的かつ充実した防災教育を全国的に実施し、住民においても共有していく取組を強化する 

（３）地震・津波に強いまちづくり 
○多重防護と施設整備 

津波による浸水被害を軽減し、避難のためのリードタイムを長くするため、粘り強い海岸保全施設等や
多重防護としての道路盛土等交通インフラの活用等による二線堤を整備する 
○行政関連施設、福祉施設等は、浸水リスクが少ない場所に建設 

最大クラスの津波が発生した場合においても、行政・社会機能を維持するために、行政関連施設、避
難場所、福祉施設、病院等は浸水リスクが尐ない場所に建設する 
○地域防災計画と都市計画の有機的な連携 

地域防災計画と都市計画を有機的に連携させ、長期的な視点で安全なまちづくりを進める。その際、
防災に関する専門家の参画を必要に応じて求める 

（２）円滑な避難行動のための体制整備とルールづくり 
○津波警報と防災対応 
 津波警報は、その伝達すべき内容について、受け手の立場に立って検討する。津波警報や予想される津
波高に応じた防災活動・避難行動について、より具体的な検討を行う 
○情報伝達体制の充実・強化 
津波襲来時の情報伝達は、防災行政無線、J-ALERT、テレビ、ラジオ、携帯電話、ワンセグ等のあらゆる手
段を活用するとともに、広域停電や庁舎被災などを想定した対応を検討する 
○地震・津波観測体制の充実強化 
 津波予測の高精度化のため、海域部の海底地震計、沖合水圧計、GPS波浪計等の観測体制を充実する 
○津波避難ビル等の指定、避難場所や避難路の整備 
まちづくりと一体となって避難場所・津波避難ビル等や避難路・避難階段を整備する。津波避難ビル等につ
いては、指定要件や構造・立地基準の見直しを行う 
○避難誘導・防災対応に係る行動のルール化 
避難行動や避難状況などについて網羅的に調査分析を行う 
津波到達時間内での防災対応や避難誘導に係る行動ルールを定める 

（１）基本的考え方 
○最大クラスの津波に対しては、被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方に基づき、海岸保全施設等の 
  ハード対策と、ハザードマップ整備などの避難を中心とするソフト対策を組み合わせて実施 
○津波からの避難は、強い揺れや長い揺れを感じた場合、迷うことなく自ら高い場所に避難することが基本 
○津波到達時間が短い地域では、概ね５分程度で避難できるようなまちづくりを目指すべき。ただし、地形的 
  条件などの状況により、このような対応が困難な地域では、津波到達時間などを考慮して避難方策を検討 

⇒反省と教訓をもとに防災対策全体を再構築 


